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第１回グリーン志向の消費行動に関するワーキングチーム 

議事次第 
 
１ 日時：令和６年 11月 19 日(火)14:00~16:00 
 
２ 場所：中央合同庁舎第４号館 1202 会議室 
 
３ 議題 
１ ワーキングチームの運営について 
２ 環境問題と消費行動に関する現状と取組等について 
３ 意見交換 
 

４ 出席者 

（委員）大藪千穂委員、奥山圭司委員、近藤佳代子委員、末吉里花委員、       

楯美和子委員、三宅香委員 

（事務局）新井長官、藤本政策立案総括審議官、黒田消費者教育推進課長、 
柳沢参事官（調査研究・国際担当） 

 
５ 配布資料 
資料１―１  グリーン志向の消費行動に関するワーキングチームの開催について 
資料１―２ 委員名簿 
資料２「グリーン志向の消費行動に関するワーキングチーム」運営要領（案） 
資料３ 第１回グリーン志向の消費行動に関するワーキングチーム 事務局説明資料 
資料３別紙１ 行政における取組 

（第 39回消費者教育推進会議(令和６年 10 月 30 日)提出資料から抜粋）
資料３別紙２ ヒアリング結果の抜粋 
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〇黒田課長 ただいまより、第 1回グリーン志向の消費行動に関するワーキングチーム
を開催させていただきます。 
初めに、本ワーキングチームの座長を御紹介申し上げます。 
本ワーキングチームの座長は、国立大学法人東海国立大学機構岐阜大学副学長、教育

学部教授であり、消費者教育推進会議の会長であります大藪先生にお願いしておりま
す。 
本ワーキングチームでは、座長に議事進行をお願いしたいと思いますので、大藪座

長、御挨拶と以降の進行をよろしくお願いいたします。 
〇大藪座長 皆さんこんにちは。初めましての方もいらっしゃいますし、お目に掛かっ
た方もいらっしゃるかと思いますけども、どうぞよろしくお願いいたします。 
それでは、藤本総括審から御挨拶いただきたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。 
〇藤本総括審 ありがとうございます。政策立案総括審議官の藤本でございます。よろ
しくお願い致します。今日は長官の新井の方から御挨拶と思って、本人も大変楽しみに
していたのですけれども、どうしても外せない公務で少し遅れるということで、私の方
から代わって一言申し上げたいと思います。 
改めまして、本日はお忙しいところお集まりいただきましてありがとうございます。

加えまして、「グリーン志向の消費行動に関するワーキングチーム」に御参加いただく
ことを、先生の皆様には御快諾いただきまして、ありがとうございました。 
改めまして御礼申し上げます。ありがとうございます。 
先生方にはもう釈迦に説法でありますけれども、SDGs も踏まえまして、サステナブ

ルな社会を作っていこうというところが大変大事になってきています。我々消費者行政
にとっても非常に大事な目標になっているということで、我々も、これまでも先生方の
御指導を得ながら、エシカル消費やサステナブルファッションといった取組を進めてき
たところであります。 
おかげさまでいろいろアンケートをしてみると、気候変動に対応することが大事だと

か、グリーン化が大事だというところは消費者の一人ひとりにも相当程度浸透してきて
いると思っています。 
一方で、消費者の皆さんがそういった消費行動をとってくれるか、例えば環境に優し

い製品を選んでくれるかとか、地球に優しいサービスを選択するかというと残念ながら
まだ諸外国と比べても、その行動は、日本は弱いのかなというふうに思っているところ
であります。どうやってその消費行動まで一歩踏み出してもらえるのかというところを
中心に、ここではご議論いただきたいと思っております。 
先立って開催をしました消費者教育推進会議、10 月 30 日に開催したところでありま

すけれども、こちらでも、今日の消費行動が数年後の社会にどのような影響を与えるの
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かということや、より具体的な消費行動というものを消費者に示していくべきだという
御意見を頂きました。 
これを受けまして、大藪会長からは、産業界の立場からの御意見も取り入れつつ議論

を深めてはどうかという御示唆をいただきました。貴重な御示唆をいただきまして、ま
たこの会の座長も務めていただくということで、大藪会長には改めて御礼申し上げたい
と思います。よろしくお願いします。 
このワーキングチームにおける皆様の御議論も踏まえまして、我々としては幅広い取

組につなげてまいりたいと考えております。ぜひ先生方には忌憚のない御議論を進めて
いただければと思います。よろしくお願いいたします。 
〇大藪座長 藤本総括審、どうもありがとうございました。 
今回の趣旨についても御説明いただきまして感謝申し上げます、ありがとうございま

す。 
それでは、まず資料 1-1の開催要領について、黒田課長の方から御説明していただき

ます。 
〇黒田課長 
事務局から資料 1-1 に基づきまして、開催要領を御説明いたします。 
画面に投影している「グリーン志向の消費行動に関するワーキングチームについて」

という表題の資料になります。 
1 の開催の趣旨でございます。読み上げますけれども、公正かつ持続可能な社会の形

成という課題が、SDGs の採択も踏まえ、全世界的により一層重要な課題となる中で、
消費者には自身の消費行動が今後の経済社会や地球環境に影響を及ぼし得ることを自覚
し、持続可能な社会の形成に積極的に参画していくことが望まれているというところで
ございます。 
そうした中で、今年の骨太方針 2024におきましても、脱炭素社会、循環経済の実現

といった社会課題の解決に向けて推進すべき取組として、国民のライフスタイルの転換
を促進することなどが盛り込まれているところでございます。 
一方で、消費者において、気候変動などの地球環境問題を始めとする社会課題に対す

る関心は一定程度高まりが見られているものの、人や社会、環境に配慮した消費行動を
実践しているという消費者は未だに一部にとどまっているという状況ではないかと思っ
てございます。 
このような中で、まずは環境分野に着目をし、消費者が自身の消費生活においてグリ

ーン志向の消費行動、つまり環境に配慮された商品サービスを理解し、意識的に選好す
るなどの行動を積極的に実践するよう促していくために、現状どのような課題が存在す
るのかについて分析を行い、消費者の行動変容を促していくための具体的な取組の方向



 

5 

性を明らかにすることを目的に、本ワーキングチームを開催し、議論を行っていただく
ということでございます。 

2 の主な検討事項でございます。（1）消費者による環境に配慮した消費行動の現状
と課題の分析を行っていただくということでございます。（２）はグリーン志向の消費
行動を促すための取組の方向性、具体的な方策について御検討いただくということでご
ざいます。その他についても、ぜひよろしくお願いします。委員についてはここにあり
ますとおり、ワーキングチームの委員は消費者庁長官が委嘱するということでございま
して、座長についても今回大藪先生にお引き受けいただいたということで消費者庁長官
が指名させていただいております。 
事務局は私共で務めさせていただくということでございます。以上開催要領の御説明

でございました。 
〇大藪座長 黒田課長どうもありがとうございました。 
それでは、事務局の方からの御説明いただいた方向で議論を進めていきたいと思いま

す。資料 1-2 の委員名簿に記載されてございます、それぞれの委員の方に今回お集まり
いただいております。お忙しいところありがとうございます。 
まず、委員の皆様の御紹介をしたいと思っております。委員の皆様に自己紹介も兼ね

て、簡単に一言ずつ御挨拶いただきたいと思います。2 分ぐらいを目途にということ
で、五十音順で指名させていただきます。それではまず奥山委員からお願いいたしま
す。 
〇奥山委員 KDDI の奥山と申します。本来であればリアルによる参加をさせていただ
きたかったのですが、都合により zoom による参加となってしまい大変申し訳ありませ
ん。次回以降はなるべくリアルによる参加をさせていただければと思います。 
改めましてこのような、貴重な会合に参加させていただく機会を頂きましてありがとう
ございます。 
少しでも弊社、また私自身のこういった環境への取組みについてお話させていただい

て本ワーキングチームに貢献できればと思っております。簡単に私の自己紹介をさせて
いただきますと、私自身は 1995 年に、ツーカーセルラー東京に入社し営業等を経験
し、2005 年 10月 KDDI の吸収合併により現在に至ります。KDDI では、コンテンツや
コマースといった付加価値系の事業を経験し、グループ会社の取締役、経営戦略本部等
を経て、現在は、パーソナル事業本部のマーケティング本部副本部長を務めています。 
次回のワーキングチームにて、改めて事例ということで詳細報告をさせていただきま

すが、弊社で取組む、お客さまの“環境を意識した行動変容”を促す事例としましては、
2023年 1 月に、環境省の推進事業に賛同し、グリーンライフポイント事業を au PAY
加盟店様と一緒に立ち上げたり、それ以外でも、「au でんき」の事業でスマート節電



 

6 

といったサービスの提供等になります。こういった取組をワーキングチームにて共有さ
せていただき議論できればと思っております。以上、よろしくお願いします。 
〇大藪座長 奥山委員どうもありがとうございました。 
また次回いろいろと御紹介いただけるということで楽しみにしております。ありがと

うございます。引き続きまして、近藤委員からお願いいたします。 
〇近藤委員 皆さんこんにちは。アサヒ飲料の近藤と申します。どうぞよろしくお願い
いたします。今回このようなワーキングチームに参加させていただくことで、私達、自
社の課題ともまさしく直結している課題ですので、とても楽しみに参加させていただい
ております。 
私の経歴を申し上げますと、1991 年にアサヒ飲料に入社いたしまして、営業から始

まりまして調達部門、それから経営企画部門、それからコーポレートコミュニケーショ
ン部で、少し ESG の課題への取組を推進しまして、直近 5 年間アサヒグループホール
ディングスの方のサステナビリティ部門で海外含めグループ全体のサステナビリティの
推進の統括の部門長をしておりました。 

4 月にまたアサヒ飲料に戻りまして、まさしく事業の中でそれを実践する側でサステ
ナビリティと海外事業と品質保証を担当する役員をしております。先ほど申し上げまし
たとおり、私たちのプロダクトとしてペットボトルだとか缶といった容器でおいしさを
御提供している会社でして、そこに付加価値をつけるという意味では、今はサステナブ
ルということの実践に取り組んでおりますけれども、先ほどお話ありましたとおり、理
解が浸透してきたとはいえ、私はまだまだかなと思っております。購買行動に結びつい
てないのはやはり、企業がまだまだ、今日のディスカッションとかもあると思います
が、伝えきれてない、あるいはいろいろな工夫ができていないところが非常に大きな課
題なのかなと思っておりますので、ぜひこの会を通じてそれをまた持ち帰りまして、自
社で実践していきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 
〇大藪座長 近藤委員どうもありがとうございました。また取組を教えていただける機
会があると思いますのでどうぞよろしくお願いいたします。 
それでは末吉委員よろしくお願いいたします。 

〇末吉委員 大藪座長どうもありがとうございます。皆様こんにちは。エシカル協会の
末吉里花と申します。消費者庁の皆様にはこのような貴重なワーキングチームを立ち上
げてくださって心から感謝申し上げたいと思います。そしてこのような貴重な機会に委
員として入らせていただくことができて大変光栄に思います。 
私は消費者庁の皆様が 2015 年に倫理的消費調査研究会というものを立ち上げてくだ

さった頃から携わらせていただいており、エシカル消費の普及啓発に努めてまいりまし
た。私自身は、エシカル協会を 2015年に立ち上げをしまして、来年で 10 周年を迎える
ところです。 
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2015年から考えますと、本当に大きな変化というものを感じられるのですけれど
も、ある意味スタートラインに立ったところかなという気持ちもございますので、この
ようなワーキングチームの中で、エシカル消費をより多くの人たちにどう広めていき、
どうすれば実際に消費者がアクションに移していってくださるか、取組の方向性や具体
的な方策について皆様と議論を深めていければと思っております。 
以上です。ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

〇大藪座長 末吉委員どうもありがとうございます。 
いつもいろいろと御示唆のある御意見いただいておりますので、この会議でも教えて

いただけるのではないかなと楽しみにしております。よろしくお願いいたします。それ
では続きまして楯委員、お願いいたします。 
〇楯委員 皆様こんにちは。経団連消費者政策委員会企画部会の部会長を務めておりま
す楯と申します。消費者庁の皆様には、貴重な議論の場に参加させていただいたことを
感謝申し上げます。 
経団連の消費者政策委員会企画部会では、この 3年あまり、エシカル消費をテーマ

に、各企業の皆様と有識者の方々を招いて勉強会を数多く開催してまいりました。この
会では、そこから得た示唆を活かして皆様と議論をしたいと考えております。実は私、
本業ではコンビニのローソンの常務執行役員コミュニケーション本部長を務めており、
広報を担当しております。 
ローソン、流通小売りは、消費者の方と接する接点のところでもありますし、また広

報としてメディアの皆様がどういう視点をお持ちかというところも多少なりともお話で
きるかと思いますので、このワーキンググループでは経団連消費者政策委員会企画部会
からの示唆、また小売業の広報としての視点、双方で皆様と議論を進めていけたらいい
かなと思っていますので、どうぞよろしくお願いいたします。 
〇大藪座長 どうぞよろしくお願いいたします。それでは最後になりますけれども、三
宅委員からお願いいたします。 
〇三宅委員 ありがとうございます。三井住友信託銀行で ESG ソリューション企画推
進部におります三宅と申します。よろしくお願いいたします。 
今は金融機関にいるのですけれども、3年前に転職をしまして、3 年前まではイオン

の方で消費者に直接関係のある仕事を長らくしておりました。特に最後の方は、お客様
サービス部を 10 年以上やっておりまして、直接お客様の声に接しておりました。そう
いう中で御承知のとおり、プライベートブランド等でも一生懸命やってはいるのですけ
れども、なかなかお客様とのコミュニケーションって難しいなと日々思って生活をして
おりました。その後、ずっと気候の世界で環境問題に、特に気候変動を中心にずっと
2017年よりやっていて、今もそれを中心に活動をしているのですけれども、元々、企
業側の行動変容を促すということで、企業側も変えていかなければいけないことがたく
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さんあるということでそういう活動が中心でありましたが、10年ぐらいずいぶん変わ
ってきている中で、やはり、政治も変わってきた、企業も変わってきた、最後、肝心の
消費者がなかなか一緒のスピードで変わってきていない、ということに、企業の皆様、
今日いらっしゃっている皆さんもみんなぶち当たっているというような状況を目の当た
りにして、やっぱりここは全員でやらなければ何ともならない問題ですので、そういっ
たことも含めてどうしたら動かしていけるのかということが今すごく気になっているこ
とです。 
今回こういった委員・委員会を立ち上げていただきました消費者庁さんに感謝を申し

上げるとともに、来年以降の政策にどうやって反映させていったらいいのか、企業もど
うやったらもう一歩進めるのかということの解決にちょっとでもつながればいいなとい
うふうに思っております。どうぞよろしくお願いいたします。 
〇大藪座長 三宅委員どうもありがとうございました。様々な御経歴を持ってらっしゃ
るので教えていただけるのを楽しみにしております。ありがとうございます。 
私のことを紹介し忘れたのですけども、岐阜大学に来て、30 年前ぐらいから持続可

能な社会のための消費生活とか消費の在り方に関心を持っており、研究をしてきまし
た。ただ、当初はまだそんな感じではなく、環境家計簿を作ったりしていたこともあ
り、教育学部の学生に家庭管理、家庭経済学、家庭経営学を教えているのですけれど
も、中でも小中高の児童・生徒に、どのように環境教育を教えていったらいいかという
ことに関心を持っておりまして、授業実践もしてきました。 
こういったことも含めながら、いわゆる若い消費者がなぜ行動に移せないのかを研究

していたということもあり、今回、消費者庁にお声を掛けいただいたときには、一番関
心値が高いところだったので参加させていただきました。皆さん、プロフェッショナル
でいらっしゃるので、いろいろお聞きしたいと思いますけど、まずは座長をさせていた
だきながら方向性がだせればいいと思っております。 
これから数か月間、よろしくお願いいたします。 
それでは、ここから本日の議論に進んでいきたいと思っております。資料 3 に基づき

まして消費者庁柳沢参事官から報告を聴取した上で、意見交換となります。まずは 20
分程度御説明をお願い致します。 
〇柳沢参事官 ただいまご紹介いただきました、消費者庁で調査研究国際を担当してお
ります参事官の柳沢と申します。資料 3に基づいてご説明をさせていただきます。 
資料でございますけれども、目次でございます。大きく三つの柱を立てておりまし

て、まず 1.本ワーキングチームの背景・目的とスケジュール、2.環境に関する現状と取
組のご紹介,3.ご議論いただきたい点、という形で進めさせていただければと考えており
ます。 
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3 ページ目でございますが、本ワーキングチームの背景・目的とスケジュールでござ
います。 

4 ページ目、ここは先ほどの設置趣旨の関係でご説明したものと同内容でございま
す。グリーン志向の消費行動を積極的に実践するように促していくために、現状どのよ
うな課題があるのか、消費者の行動変容を促していくための具体的な取組の方向性、そ
ういったものをご議論いただけたらといったことでございます。 
今後のスケジュールが次のページでございます。今回、第 1 回ということで、全体的

な状況をご説明した上でご議論いただき、第 2回では企業からのヒアリング、第 3回で
は NPO等環境関係に関わっておられる団体からのヒアリングなどを想定しておりま
す。第 4回として大体 2月頃を想定してございますが、取りまとめといった形で進めて
いければというふうに考えているところでございます。 

2.環境問題と消費行動に関する現状と取組のご紹介になります。7 ページ目でござい
ますが、こちらの図は IPCC であるとか、環境省さんの資料の方から引用しているもの
でございます。現状でございますけれども、過去 2000 年間、前例のない速度で温暖化
が進行しているということで、左側の IPCC の表を見ますと如実に平均気温が伸びてき
ているといったところでございます。また大雨や洪水といった様々な異常気象も観測さ
れているところでございます。右側、環境省の資料からの引用でございますが、近年の
世界各地の異常気象、様々なところで起こっていて、日本におきましても様々なメディ
アで取り上げられているので、皆様も触れておられるところかと考えております。 
続きまして 8 ページ目でございますが、世界のエネルギー起源 CO2 排出量、日本が

全体の 3%ということになっております。1 位が中国の 31.7%ということで、割合的に
はその 10 分の 1 という形になりますが、国別の順位を見ていきますと、EU を一つの
国と勘案した場合でございますが、6 番目ということで、なかなかの上位にきていると
いったところでございます。 
右側にいきまして、主な国別 1 人当たりエネルギー起源 CO2 排出量でございますけ

れども、産油国が上に来ているのでなかなか目立たないところではございますが、日本
は先進国の中でもアメリカ、カナダ、韓国などに次ぐ形になっておりまして、他の先進
国ドイツであるとかイタリア、イギリス、フランスといったところに比べると 1 人当た
りの CO2 排出量が多いといった立ち位置になってございます。 
こういった状況を踏まえまして、行政においても様々な取組を行っているというのが

次のページでございます。環境省を初めといたしまして、各省庁において環境に関する
取組をいろいろ行っていただいております。例えば、環境省におきましてはデコ活で国
民の行動変容を促すという観点から何ができるのかといったことを検討され取り組まれ
ている。その他、環境ラベルのデータベースを作られたり、あと農水省では、緑の食料
システム戦略というものを立てて、環境負荷低減の見える化といった取組などもされて
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います。それ以外にも様々な取組というのがされているといったところでございます。
こちらの資料の中で米印をつけている項目につきましては、別紙 1 の方で先月の 30 日
の消費者教育推進会議が開催されています。そちらの方で関係省庁が提出されました資
料の抜粋をつけておりますので適宜参照いただければと考えております。 
次に 10ページです。こういった行政の取組も踏まえまして、企業において取組がま

た進んできているといったところでございます。こちら帝国データバンクの調査を引用
させていただいておりますが、SDGs に積極的に取り組んでいるという企業、2020 年
では 24.4%という形になっておりますが、そこから 5 年を経まして、2024 年、54.5%
ということで、2 倍以上に伸びてきていて、過半数を超えてきているといった形になっ
ております。 
続きまして 11ページ目でございます。こうした積極的な取組を進めていただいてい

るところですが、企業規模や業種別で見ますと若干色に違いが出てくるところでござい
ます。全体として取組を進めていただいているところではございますが、小売りやサー
ビスといった消費者に近いところで、やや他の業種に比べると割合小さくなっていると
いうのが気になるところでございます。消費者に近いというところで環境というものが
消費者にとってうまく遡求力になっていない可能性があるのかなというふうに考えると
ころでございます。 

12 ページでございますが、企業としての SDGs に関する取組を誰に遡求したいのか
誰に伝えたいのかといったところで、上位三つに来ておりますのが、取引先、自社の社
員、機関投資家という形になっておりまして、消費者というのが一番右側にあるその他
の中に隠れているのかなというふうな感じでございます。こういった企業の伝えたい相
手の優先順位が、なかなか消費者に来ないというのが消費者の関心の度合いを示すもの
なのか、企業の姿勢を示すものなのかちょっと解釈の余地はあると思いますが、相互に
関係し合っている部分もあるのではないかなというふうに思います。 

13 ページ目でございますが、こういった企業における取組について、企業がどうい
った効果を実感しているのかといったところでございます。SDGs の取組については効
果を実感している企業が 69.5%という形になっておりますが、その効果の内容を見ます
と、企業イメージの向上、従業員のモチベーション向上といったところが 1 位、2 位と
なっておりまして、SDGs の取組に関して、効果を実感はしているものの、売り上げの
増加、取引拡大といった直接的な収益効果というのはあまり実感できていないところが
あるのかなと思います。 
こういった状況を踏まえまして、我々消費者庁としても企業のヒアリングを行ってま

いりました。これまでにメーカー10 社、小売 3社、インフラ 2社、その他ということ
で 3 社・団体にヒアリングを進めてきております。こういった中で、おおむね共通して
いるであろうといったところを抜き書きしたのがヒアリング結果の概要のところでござ
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います。取組の背景といたしましては、企業ブランドの向上であるとか将来への投資、
規制対応のためといった回答をされた企業が多くございました。取組を行うにあたって
の企業の課題でございますが、環境配慮しただけではお客様に付加価値を感じてもらえ
ない、といったことを大多数の企業がご回答されております。 
そういったことを背景として、コストアップに繋がるような取組というのは着手しづ

らいといったところもあるようでございます。企業から見た消費者の意識でございます
が、環境志向の消費者は一定数いらっしゃるものの、まだ少ない印象。若い方や高齢者
には多いのだけれども、全体としては少ないといったところでございます。環境に配慮
しない理由としては、経済的な理由、高いのではないか、環境配慮商品の品質等に関す
る不安感、そういったものを挙げられておりました。そういった中で、消費者の行動変
容に効果的な方法として回答いただいていたところが、全ての企業においては消費者に
経済的メリットがあることの重要性といったことを強調されていたところでございま
す。経済的メリットに限らず、機能品質も含め、消費者がメリットを実感できなければ
消費行動の変容は難しいといったご意見が大多数でございました。ただ、そういった中
にも大体消費者に遡求しやすいような形で取組を工夫されてるところもございまして、
商品購入を促すためには環境配慮だけではなく、買うことに伴う満足感が重要、そうい
った満足感にどう訴えかけていくかといったことで苦心されている企業もいらっしゃい
ました。この満足感必ずしも価格、品質、機能とかそういうことではなくて、買うこと
による面白さ楽しさ、かっこよさといったものが付加価値としてあるのではないか、そ
ういったものを追求した結果として、環境に配慮した商品サービスを選択する、そうい
った遡求の仕方というのを工夫されている企業もあるといったことでございます。また
魅力的なパッケージや広告の重要性といったこともご指摘がございました。その他の項
目でございますけれども、コスト面につきましては 1 社の努力に頼るのではなく、サプ
ライチェーン全体での協力が必要といったご意見もありました。また普及啓発に関して
は 1 社では限界があり、業界全体や官民連携の取組が必要といった声もございました。
企業以外の NPO であるとかコンサル、広告会社といったところから聞いたところで
は、消費者向けの選択肢や情報が少なく、何をしたら良いのかわからない状況にあると
いったご意見がございました。企業 PR のための情報発信というのは多いのですが、そ
の消費者の選択肢を増やすための情報発信というのが少ないのではないかといった問題
意識からのご意見でございます。また、その商品によって、自社がどのような課題を抱
えていて、その課題がどのように解決されたのかといった具体的な説明が足りていない
のではないか、そういった何が課題かを示されないままアピールされるので、消費者は
その商品なりサービスの環境志向の度合いというものについては本当かと疑念を抱くの
ではないかと、そういったご意見もあったところでございます。 
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こういった企業の反応を踏まえて、消費者はどうなのかといったところが次からのペ
ージでございます。こちらの環境そのものズバリということではないのですが、エシカ
ル消費に関する消費者の意識について、我々消費者庁において調査を行った結果でござ
います。エシカル消費の興味の度合いについて、非常に興味がある、ある程度興味があ
る、というふうにお答えになった方、合わせて約 45%いらっしゃいます。分野別に分け
てみますと、気候変動ないし地球環境問題、そういったところに関心をお持ちの方とい
うのは 7割前後、それぞれいらっしゃるというところで、環境問題に対する関心度合い
というのは相応に高いのかなというふうに考えられます。 
そういった関心が実際の商品サービスの購入意向に結びついているのかというと、商

品サービスの購入意向、非常に購入したいと思う、ある程度購入したいと思う、という
ふうにお答えになった方が 55%程度で、実際にエシカル消費に繋がる行動実践度合いに
ついてよく実践している、時々実践しているというふうにお答えになった方が 36%程度
ということで、関心度合いに比べて購入の意向を実践度合いといったものが徐々に下が
ってくるといった形でなかなか実践には結びついていないといった状況が透けて見える
かと思います。 

17 ページ目でございますけれども、こういったエシカル消費に繋がる行動、商品購
入の経験をお尋ねしております。エシカル消費に繋がる行動実践経験、グラフの左側の
方ですが、マイバック、マイ箸、マイカップの利用や節水・節電、食ロスの削減といっ
た、いわゆる 3R 視点での行動をお取りになる方というのは非常に多い。一方で、環境
に関する取組をされている企業に対する支援、そういった観点の取組というのが必ずし
も高くはないといったところがございます。また、エシカル消費に繋がる商品の購入経
験についてもお尋ねしております。上から三つ目に省エネ CO2削減製品の購入といっ
たものもあるのですが、トップに来ているのはやはりリサイクル製品の購入といったと
ころで、やはり３R 視点の取組の方が優位なのかなといったところが見てとれます。 

18 ページ目でございますが、こちらでエシカル消費に取り組まない理由、またエシ
カル消費に取り組みたいと思える条件、その両方を聞いたものでございます。エシカル
消費に取り組まない理由につきましては、一番多いのが、どれがエシカル消費に繋がる
商品やサービスかわからないといったものでございます。なかなか行政や企業の取組が
伝わっていない可能性があるのかなというふうに考えております。また経済的余裕がな
いエシカル消費に本当に繋がる商品やサービスかわからないといったところも高くなっ
ております。特に理由がないとされる方が 4 割ぐらいいらっしゃって、非常に高い割合
になっています。エシカル消費の意義であるとか必要性に対する理解不足といった形で
消費者の意識面にも課題があるのかなというふうには考えているところです。 
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エシカル消費に取り組みたいと思える条件ですが、同種の商品・サービスと価格が同程
度であったら、または節約に繋がることがわかったらという形で、価格に対する意識と
いうのが強いというのが、見てとれるのかなというふうに考えております。 
こちらの消費者庁の調査ではなくて、ボストンコンサルティングで調査された結果の

引用でございます。こちらを見ますと、環境負荷の少ない商品を買いたいとおっしゃる
方は 6 割超いらっしゃる中で、実際にそれを購入されている方は 3 割ぐらいということ
で、我々の消費者庁の調査と同じような傾向が出てるのかなというふうに考えておりま
す。実際にその商品買われている方に、この行動に踏み出せる理由をお尋ねしているよ
うですが、その理由としては気象の変化を感じるから、子供世代や孫世代の将来が心
配、といった危機感に関連するものが上位となっております。 

20 ページ目でございますが、こちらはどういった地球温暖化・地球気候変動に向け
て実践したい行動と実践している行動のギャップといったところを示しているところで
ございます。特に緑のところが意識して実践しているといった項目でございますが、そ
れを見ますと、省エネ製品を買う環境に配慮した商品を買うというのが上位にはなかな
か来ていないということで、包装を減らす、節電・省エネする、不要なものを買わな
い、といった、ここもやはり 3R視点の行動というのが優勢になっているところでござ
います。 

21 ページ目でございますが、内閣府のプラスチックゴミ問題に関する世論調査をも
とに消費者庁において作成をした資料でございます。その中で環境に配慮した製品に関
してどのような条件であれば購入してよいかという質問項目がありまして、価格との関
連性についての調査を行っているものでございます。右の方に目を移していただくと、
結果を表の形にしておりますけれども、一番多い 31.5%のところが従来品と比べて価格
品質も同等であれば購入といった形になっております。 
他方で、価格にこだわらない、または多少高くても購入するといった層は合計で
40.4%、品質にこだわらない、または多少低くても購入するといった層は 29.6%となっ
ております。特に一番意識の高いと思われる価格、品質ともにこだわらず、環境に配慮
された製品を購入するというふうにお答えになった方は右側の表で一番右上の方にあり
ます緑のところで、10.9%。10人に 1人がそういった意向を示されているといったとこ
ろでございます。 
また日本人の環境に対する意識の国際比較に関する調査結果でございますが、22ペ

ージ目、ピューリサーチセンターの調査結果でございますけれども、気候変動を抑制す
るために自身の生活で働き方をどの程度変えられるかという質問に対して、全く変えな
い、ちょっとしか変えないというふうにお答えになっている方は他の国に比べて日本は
だいぶ高めに出ています。もう一つ、国際社会の気候変動への対処は経済効果にどのよ
うな影響を及ぼすと思うのかといったところで、非常に利益になるというふうにお答え
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になっている方は、日本は他の国に比べると非常に小さい割合になっている。こういっ
たアンケート調査、国民性の違い等々も関係してくる可能性はございますが、客観的に
見てとれる数字で見ますと、他の国に比べて日本人の環境意識というのが高まっていな
い現状が見えてくるのかなというふうに考えているところでございます。 
こうした消費行動と環境といったものについては国際的な関心も非常に高まっており

まして、23 ページ目でございますが、先月 10月 8 日、9 日に開催されました OECD
消費者政策閣僚会合というものがございます。テーマとされたのがデジタルおよびグリ
ーン移行の中心にいる消費者ということで、二つの大きな柱のうちの一つがグリーン移
行という形になっております。 
その成果物として閣僚宣言が採択されたというのがあるのですが、その中でグリーン

移行の関連部分を箱の中に抜き書きをしております。全て紹介すると時間の都合もござ
いますので、2点だけご紹介をさせていただきますが、現状認識として示されているも
のとして、多くの消費者は気候変動や環境に懸念を抱いている。十分に機能している市
場では環境に懸念を抱いている消費者は、企業にインセンティブを与えて市場がより持
続可能選択肢を提案する、促すことができる存在なんだということが記載されておりま
す。また、明確で正確、かつ理解しやすい情報にアクセスでき、誤解を招く不公正な慣
行から保護されている消費者が自らの意思決定が環境や気候に与える影響をよりよく考
慮することができるか、消費者が情報にアクセスできなかったり、欺瞞的な環境フレー
ムに直面することが多いといったことが指摘をされているところでございます。 
こういった形で環境に対する国際的な意識というのは消費者政策分野においても非常

に高まっているといったことが言えるかと思います。こういった環境と消費行動に関す
る諸々の現状を踏まえまして、我々としてこういう議論いただきたい点として提示する
のが 24ページ目以降でございます。 

25 ページ、こちら我々の仮説ではございますが、消費者の消費行動と企業の中には
円環が描けるのではないかなというふうに考えております。企業が環境に配慮した商
品・サービスを増やしていく。それを消費者に対して訴求し、消費者はそれを受けて認
知を高め、関心を高め、さらに環境に関する現状への危機感・共感といったものから動
機を形成していき、環境配慮商品を選択するという行動に移っていただき、そういった
行動が企業の売上収益の向上といったものに結びついて、企業においてはさらに環境に
配慮した商品サービスのラインナップを増やしていく。そういったものがサイクルとし
て消費者の行動に影響を与えて、自律的に持続可能な社会実現に向かっていく。消費者
自身も、自身の行動が満足感に繋がれば習慣化に繋がりますし、またそういった満足
感、実感といったものが他の消費者に共有されていけば、その消費者の中でも良いサイ
クルができていく。行政や民間セクター、または右上にあります投資家や非取引先とい
ったものもそういった企業消費者の関係について直接、間接に影響を与えていって、さ
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らに良い循環ができていくというのが理想形なのではないか。こういった理想系の循環
の中、どこかに目詰まりが生じていて、なかなか環境志向の消費行動といったところに
繋がっていってない現状があるのではないかというふうに考えているところでございま
す。 

26 ページ目、具体的にどういったことをご議論いただきたいのかといったところが
こちらでございます。大きく三つに分けて整理して記載をしております。消費者の環境
意識、消費者が行動変容に至るまでの課題、課題を踏まえた今後の取組の方向性という
形で柱を立てております。まず消費者の環境意識につきましては、消費者自身が、「消
費者が企業にインセンティブを与え、市場がより持続可能な選択肢を提案するように促
すことができる」ということを認識しているか、環境問題に関心ありつつも、必ずしも
行動には結びついていない原因は何か。消費者が行動変容に至るまでの課題としては、
環境志向の消費行動を促す観点からどのような課題があるのか、環境に配慮した商品や
企業の取組等に関して「明確で正確かつ、理解しやすい情報にアクセス」ができている
のか。目指すべき社会のビジョンを共有できているのか。最後に、課題を踏まえた今後
の取組の方向性につきましては、消費者の行動変容という観点においてどのような対応
があるのか、どの主体にどのような働きかけを行うことが有効と考えられるのか、とい
ったところを我々として視点として考えられるのかなと思っているところでございま
す。 
こういった視点の立て方も含めまして、委員の皆様にご議論いただけたらと考えてい

るところでございます。私からのご説明以上でございます。 
〇大藪座長 柳沢参事官どうもありがとうございました。 
皆さんに御議論いただく前に、私が飛ばしてしまったので申し訳ないのですけれど、

戻っていただいて資料 2を見ていただけますでしょうか。 
資料では本ワーキングチームの運営要領の案についてお諮りしているのですけれど、

この内容で異議がないかどうかを伺いたいと思っていますがいかがでしょうか。異議な
いということでよろしいでしょうか。ありがとうございます。それではこの案のとおり
とさせていただきたいと思います。 
案となっていますので運営要領は後日削除したものを後日配布させていただきたいと

思います。それとこの本要領の 2のところで座長代理を指名させていただきたいという
ことが書かれておりまして、座長代理は三宅委員にお願いしたいと思っていますがよろ
しいでしょうか。 
〇三宅委員 大丈夫です。よろしくお願いします。 
〇大藪座長 ありがとうございます。それでは三宅座長代理どうぞよろしくお願いいた
します。 
ここのところを先にやるのを間違えて進んでしまいました。失礼いたしました。 
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それでは今、柳沢参事官から御説明していただきましたので、そこから意見交換に入
りたいと思っております。 
二つに分けてやりたいのですけれども、第一はこのワーキングチームの全体的な方

向。ワーキングチームを進めていくに当たり、今後の議論の方向性やワーキングチーム
の議論を通じてどのようなことを明らかにしていきたいか。何か結論を出すというより
は、皆さんに意見を言っていただくというのが今回のこのワーキングチームの趣旨と思
っています。背景だとか目的だとかについて御説明ありましたし、委員のそれぞれのバ
ックグラウンドもありますし、取組っていうことも先ほど御紹介の中でありましたけれ
ども、そういったものを踏まえまして、このワーキングチームで話を進めていくところ
で、総論的な、全体としてこういうふうなことが言えるのではないかという御意見をま
ずいただきたいと思っております。年度内 4 回程度しかないので、各回において、先ほ
どお示ししておりましたとおり、具体的にはどんな議事を行っていくのか、もうちょっ
とこういうことが必要ではないのかということがあれば、スケジュールというところを
見ながらお話いただけたらいいかと思っております。 
手を挙げていただいてもいいですし、私が指名してもいいですが、いかがでしょう

か。まずは総論的なもの、20 分ぐらいお話した後で、その次に、先ほど見ていただい
た三つの視点に進んでいきたいと思います。そこが重なってもいいかなと思っていま
す。いかがでしょうか。うなずいてらっしゃるのでまずは末吉委員からお願いいたしま
す。 
〇末吉委員 大藪座長ありがとうございます。トップバッターとして行かせていただき
ます。 
今回このようにたくさんの企業・団体の方々にヒアリング調査をしていただきまして

誠にありがとうございました。非常に参考になる意見がたくさんあったなと思いながら
見ておりました。目的の部分で感じたことを申し上げますと、消費者がなかなか行動変
容に移せない、変容をすることができないという大きな課題がある中で、課題解決アプ
ローチ思考、要は、自然体であればグリーン志向の消費が進むはずなのに、何らかの課
題があって進まないことの解決、というよりも、そもそもどのようにインセンティブを
創出していくのかという、市場創出アプローチが必要と考えます。消費者が自然体でグ
リーン志向の消費を選ぼうとするとは限らないことを前提に、何らかの社会的、経済
的、心理的インセンティブを作っていくっていうことがなければ広がっていくこともあ
まりないのではないか、という角度で向き合っていくことも必要なのではないと思った
次第です。というのも、消費者庁やボストンコンサルティングあるいは先日東京都がエ
シカル消費の意識調査結果など出していましたけれども、自分にとって何か良いことが
なければ購入したくない、という消費者がかなり多かったことも踏まえて、インセンテ
ィブを作りながら、グリーン志向の消費を選択したくなる消費者をどう創出していくの
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か、需要創出の思考で議論を進めていけたらいいのではないかと個人的には思いまし
た。消費は投票なわけですけれども、選挙の投票すら自らの一票で社会変えることがで
きると思えない、と無力感を抱いている市民がたくさんいる中で、選挙に行こうという
キャンペーンがあまり効果がないのと同様に、エシカル消費をしましょうという普及啓
発はとても大事ですけれども、それだけでは機能していかないのが現状なのかなと思っ
てます。まさに今、トランプ大統領の当選ですとか、あとは欧州の右派躍進とかそうい
ったことに見られるように、リベラルやグリーン志向の陣営がとるべきアプローチとい
うのは、ここにきて大転換する必要があるのではないかなと。時代の流れをみると、誠
意だけ語っていくだけではなかなかマジョリティの消費行動の変容にはつながらないっ
ていうことが明らかになったのではないかなと思っている次第です。今こそ、各ファク
ター、消費者、流通、コミュニティ、企業、行政とかいろいろあると思うのですけれど
も、それぞれごとにインセンティブの設計を深く議論していく必要があるのではないか
なと思っています。最初のターンの最後として申し上げたいのが、この議論の奥底に
は、日本の消費者特有の安さ爆発愛や過剰な品質要求といった価値観がどこかあるのか
なという気がしています。もちろん適正価格や品質や機能性を求めることは大事ではあ
りますが、昔からある過剰な安さや品質を求める価値観からどう脱却していくのかとい
う議論でもあるような気がしていて、その思考の糸口としては、日本の消費者が大切に
してきている安心安全という価値観にグリーンとかエシカルを乗せていくことができな
いかなと考えています。ここのタイミングで私はぜひとも消費の定義を改めたいと思っ
ています。そしてここからは新しい消費の定義を持って生活者・消費者の皆さんととも
により良い社会を一緒に作っていきたいなとそういうふうに思っている次第です。一旦
私からは以上になります。 
〇大藪座長 ありがとうございます。なかなか難しい新たな内容もありましたし、様々
な視点があったと思いますけど、近藤さんがマイクを持ってらっしゃると思いますの
で、近藤委員どうでしょうか。 
〇近藤委員 ありがとうございます。末吉さんおっしゃられたとおり、ステークホルダ
ーごとにインセンティブをどう与えて、消費者だけではなく企業としても、行政として
も行動を変えていくか、ってことが大事だと思うのですけど、もう一つ上の話として、
どうやって、という話と、なぜこれをやるのかという、理解、納得が消費者の中で腹落
ちしてないのかなと。身近に感じられることで言えば、気候変動が理由でいろんなとこ
で災害が起こったりとか、あるいは熱中症の問題があったりとかと、まさしく我々個人
にそれが感じられてくる。社会全体でこういう地球環境がなくなってしまう危機感では
なく良い地球にしていこうという思いのもとで、社会でしっかりビジョンを共有した中
で、実際にどこまでどうやってやるのかという目標を立てながら進めていくべき課題で
はないかなというふうに私は思っています。企業は当然そうだと思うのですけれども、
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なぜこれをやるのかと、ただ単純に、エシカル消費ですね環境配慮品ですね、というこ
とではなく、さっきおっしゃられたとおり、インセンティブもなければ、また、自分に
とってのベネフィットがない限り、現状、なかなか手に取ることに結びつかないと思い
ます。ただ環境にいいですよ、って言って啓発をしても手に取ることは難しいのではな
いかと思うので。まず、なぜこれをやるのか、将来に向けてやはり地球環境を良くして
いくっていうことをみんなで理解して、将来世代のために今取り組むことは何なのか、
企業としてできることなのか、行政としてできることなのか、っていうことをしっかり
明確にして、皆さんで理解をして進めていくべき課題であるということで社会でビジョ
ンを共有し、目標・ゴールを決めて取り組んでいくべきものではないかと思います。以
上です。 
〇大藪座長 どうもありがとうございます。「なぜ」は、一番の元のところですね。な
ぜこれをやらなくてはいけないのかという納得感がないと動かないのではないかという
話だったと思いますし、そういったところで先ほど末𠮷𠮷委員がおっしゃった、そのとき
に消費するということは今まで考えてた商品と一緒じゃ駄目だよっていうところにもつ
ながってくるのかなと思います。商品というところの最前線のところにローソンの方が
いらっしゃるかなと思うのですけれど楯委員の方はいかがですか。 
〇楯委員 ありがとうございます。資料を御説明いただいて、我々小売業が日々感じて
いることとイコールだなと思いながら伺っていました。一方、消費者側は、何がエシカ
ルにつながるのかわからないとか、どれを買ったらいいかというような意見もあったの
で、まだまだ企業側にできることがあると思います。また、キーワードの一つは、自分
事化ではないかと思います。ついこの週末も 20℃ぐらいになって半袖だったり、誰も
が「地球ちょっとおかしい」という事自体は分かっているのだけれども、「誰かがきっ
とやってくれるよね」と、自分の努力や自分の行動まで落ちていないというのが現状
で、それをいかに自分事化する仕組みを作るかというのがすごく大事なのかなと思いま
した。更に両方のアプローチがあると思うのですが、「インセンティブがありますよ」
という訴求の仕方と、「あなた危ないんですよ」というネガティブなアプローチです。 
話が逸れますが、皆さん PFAS という発がん性物質が水道水に入っている、という話

が昨今いろいろなメディアなどでも報道されているかと思うのですが、先日とあるメデ
ィアの方からお伺いして、ネットメディアで有料記事、要はこの記事の続きが読みたか
ったらお金を出して買う、ということが多々ありますが、PFAS関連の記事はものすご
く買われたそうです。メディアから見ると、この特集をやってよかったということらし
いのですが、これは恐怖訴求のアプローチですよね、という話をして、特に 40 代以上
の女性の方が、自分が使っている水道が危ないというところで非常に関心が高くなり、
そこにお金を課金して記事を読んだという話を聞きました。自分に危害があるのだ、自
分に対してマイナスがあるのだと言えば、お金を払うという、直接的に今の話と繋げて
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いいかどうかという議論があるところだと思うのですが、一つの事例かもしれないなと
思います。「インセンティブでいいことがあるよ」というのと、「いやあなたにとって
危ないことがあるのです」と双方の視点で自分事化させていくというのが一つ大事なと
ころなのかなと感じました。 
〇大藪座長 ありがとうございました。日本人は、お金を払ってまでその情報取りに行
く人が少ない中で、先ほど言っていた安心安全というところに関係して、自分だとか自
分の子供だとか自分の身の周りというところに関わってくると、お金を払っても、とい
うことがあるかもしれないです。インセンティブもすごく重要です。 
面白さとか楽しくやっていられるというのも、自分たちでお金が安くできるというのも
一つですけども両方あるのかなと思います。今のメディア関係という話も出てきました
けれど、奥山委員、御自身の会社での取組や、そのほか御意見あれば教えていただけた
らと思いますけどいかがですか。 
〇奥山委員 ありがとうございます。メディア関係の意見ではないのですが、資料のプ
レゼンを聞いた話と各委員の皆様からコメントで私も思ったことをお話させていただき
ます。他の委員の方たちもおっしゃっていただいたとおり、消費者自身が、その環境に
対する行動・取組の効果が何なのかということが理解しづらい点にあると思います。
“環境のために”ということは、何となく理解しつつも、具体的に自分のこの行動によっ
て、何年後か何十年後にこういった形で効果につながると言われたとしても、先ほど楯
委員がおっしゃっていただいたとおり、ジブンゴト化しづらいのではと思います。現状
やはり物価高もありますので、資料の企業ヒアリングのコメントにもありましたとお
り、目の前の生活の大変さや快適さが勝り、その効果が何十年も先の話になると、これ
も楯委員がおっしゃっていましたけれど、何とかなるのではないかと消費者の方は思っ
てしまうように思います。 
さらに価格に関して言いますと、環境に易しい商品が多少高くなってもいいかという点
においても、資料の企業ヒアリングのコメントのとおり、海外の廉価な EC ブランドの
台頭によって、逆戻りする風潮という点もまさしくそのとおりだと思っています。最近
でもアマゾンさんが中国の TEMU や SHEIN に対抗して、廉価版モールとして Amazon 
Haul を開設するというニュースもありましたけど、この動きもどちらかというと、環
境云々よりも、安さを市場・消費者が求めているから、という動きであると思っていま
す。また、これも皆さんおっしゃっていましたけれど、全体を変えるような仕組み自体
をつくらないと、なかなか本当に消費者の行動までは変えられないのではないかと思い
ます。最後に一点だけ、その中でのアプローチとしては、何かしらのインセンティブが
あるのがいいのかなと思っていたのですが、一方で、資料に記載のとおり、世界を見た
ときには、やはり日本と比べると、相当ヨーロッパの方が環境のためのモチベーション
もそうですし経済効果を及ぼすということに対してもポジティブな意見を言っていま
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す。海外の事例としては、どういった取組をすることでこういった消費者の意識を変え
ているのかという点は、当然文化や歴史もあると思いますが、仕組みとして何か取り入
れられているのであれば、それはぜひ参考になると思います。以上です。 
〇大藪座長 ありがとうございます。海外の例とかもしもどなたか知っていたら、例え
ば実は日本と同じ状況であったけれど変わったというようなことを知っていらしたら、
お願いします。ドイツなどは、環境の国、というようになっていますが、昔から倫理的
に生活するような人やストイックに生活するような人たちだったのかなと思います。例
えばヨーロッパと日本との違いは、日本で市民社会というと、市民社会という言葉の浸
透度がそれほどなくて、市民社会はローマとかあちらのヨーロッパの方から来てる考え
方なので、日本で市民社会という言葉がどれだけ使われるかというと、あまりなく、そ
の意識がないというところは、もう元々あるかなと思いますけれども。今の海外の例を
調べるというのは重要と思います。ありがとうございました。特にその長い時間かけた
ところの効果は見えにくいからなかなかそこにつながらないけど、新 NISA とかができ
て、投資の成果が得られるのは 30 年後とかの先の話なのに、みんなものすごくやりだ
して、今すぐ儲かるわけではないのにあれだけ貯蓄から投資へ動いたというのも、参考
になるような気はします。三宅委員、銀行関係の御経歴なので伺うのですが、やはりお
金になると違うのでしょうか。 
〇三宅委員 お金の話はなかなか難しいですけれども、皆さんのお話を聞いていくつか
私も全く同感ですけれども、圧倒的に海外と日本の違いで私が感じるのは、本当に先生
おっしゃっていただいたように、市民社会ってあまり言葉がなかなか馴染んでないとは
感じています。一番大きいのは、危機感の欠如。これを非常に感じます。海外との温度
差です。普通の一般の人の危機感の欠如とか温度感は、全然違う、というのが私の感想
です。ここが何に起因するかといったら、やはり、情報の少なさであったり、資料にも
書いていただいてるとおり、明確で正確かつ理解しやすい情報へのアクセス、特に、理
解しやすい、というところです。それから自分事化というキーワードを出していただい
て本当に私も同感ですけれども、遠い未来のことだっておっしゃっていましたが、海外
で今何が話されてるかといったら、全然未来のことじゃないです。例えば今日生まれた
子供が 30 歳になるときは、もう 2055 年、50 歳になるときは 2075年とかそういう話な
わけです。その段階で温度が何度になっているかと言ったらもう＋2℃を超えるという
ふうに言われているわけで、2℃を超えた世界に生きる今日生まれた子が、他人か、と
言ったら、私の世代だったらもう孫が生まれてもおかしくないので、今日生まれた孫
は、遠い未来の子孫、3代も 4 代も先の子供ではなくて家族です。家族がそういう状況
の世界に生まれていいんですかといったときに、それは本当に自分事じゃないと言える
のか、というような議論が、海外では普通に行われているのに、なぜ日本ではそれが他
人のこと、遠い未来のことなのか、というと、それは、時間感覚の正しい情報が伝わっ
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ていないからではないかというのが、感じているところです。ただ、お客様サービスを
長くやっていましたが、戦後には日本でも消費者団体が出来上がったという経緯はある
わけで、消費者・主婦が、自分の子供や家族を危険な食品から守りたいということで立
ち上がったというふうに、歴史的に見たら、日本が、市民社会が絶対成り立たない社会
かというとそんなわけはなく、日本人であっても当然自分の家族、子供を守りたいとい
う気持ちはすごく強いはずだと思うので、そこが働いてこないというのは、危機的な状
況だと思っていないからというのが一番大きいのではないのかなというのが、今のとこ
ろの私の仮説です。先ほどの議論の総論の話からということですので、今回頂いた資料
は非常に勉強になりましたし、大変興味深く貴重な情報をいろいろまとめていただいて
ありがとうございます。 
ただ、もうちょっと知りたいなというのが実はところどころありまして、多分分析資

料を出したり探したりしていただけるとよいのかなと思いつつ見ていました。例えば、
15 ページを見ていただくと、エシカル消費の興味の度合いが半分以下です。よく見る
と非常に興味がある、と、ある程度がある、が合わせて半分以下なのですが、次のペー
ジ見ていただくと、サービスの購入意向は半分以上になるということは、興味ないけれ
ども買いたいと答えている人がいるという。これらのデータは、同じ n=5000 なので、
パイは同じ人で聞いてるのだろうなと思いながら、これは何かすごく興味深かったの
で、逆に言うとこういったところをもうちょっと深掘りしていくことで、どこにつまず
きがあるのかというのが見えてくるのかなというのは、直感的な感想ですけれども、感
じたところです。ただ、現場を持ってらっしゃる委員の方々、皆さん危機感とか情報と
か自分事化といったキーワードを出していただいて、それの解決がおそらくインセンテ
ィブを絡めた、もっと啓蒙プラス背中を押すような仕組みだということもそうだろう
と、私も本当にそう思うのですけれども、もうちょっと腹落ち度合いとロジカルにそこ
ら辺が説明できるような印象を受けました。 
〇大藪座長 三宅委員どうもありがとうございました。非常に重要な点がいくつかあっ
たと思います。先ほどの情報を買うというのが 40 代だという、主婦の年代だと思うの
ですけれども、自分の子供や家族がいる人たちはそういった意識を持ちやすいのだろう
けど、小中高大ぐらいの人たちで自分の子供の世代のところを遠いものとしか思えない
ところに、どのようにアプローチしていくかということも、大事かなとは思いました。
それから先ほどの奥山委員の話だったかもしれないですけれども、言葉、例えば私達は
エシカル消費だとかいう言葉を言っていても当然のことだという感じですけれど、それ
が理解できない人というのは、知らないとか分からないと言っている人はすごくたくさ
んいて、日本はカタカナがものすごく多いので、子供たちもあまりにも多くてよくわか
らないというので分かりやすい日本語を使うというのが一点と、それから三宅委員がお
っしゃったことですごく重要だなと思ったのは、例えば意識をした上でそういった消費
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はしないといけないのか。あるいは意識しないで買っている人もいて、意識しないで買
うようなこともそれは最終的にはエシカル消費のところにたどり着いているのだけれど
も、そういった形でもいいと思えるのかというところもあるかと思います。全員が全員
これは何について良いものだからそれを理解して買っている、ということではなくて
も、後で気がつくというような消費の仕方でもよいのではないかと思います。そういっ
たことを仕組んでいくというのは、行政とか企業ができることなのかなと思うのですけ
れども。その辺のところとか、他の方の視点聞いていて何か御意見があれば、7 分ぐら
いはここの時間が取れますのでいかがでしょうか。 
末吉委員よろしくお願いします。 
〇末吉委員 ありがとうございます。委員の皆様のお話は非常に共感する部分がたくさ
んありました。最後に共有された、意識しなくてもそういう消費ができるような社会を
最終的に作っていく、というのは、本当に重要だと思っておりまして、例えばエシカル
消費が先進的な国のスウェーデンでは、お店に入って目をつぶって製品を手にとったと
しても、必ず認証ラベルが付けられているというような状況がありました。当然スウェ
ーデンは、市民社会が非常に活発で、市民として自分たちが生きる社会は自分たちで作
りたいから、だったら自分たちできちんと意見を言いたいと。消費者市民社会において
もそのような傾向があり、例えば IKEA の代表の方が、なんでエシカルな製品を作って
いるかと言えば、消費者が求めるからなんだ、とおっしゃっていました。ただスウェー
デンでさえ、関心のない人たちもある一定の層はいらっしゃるということで、社会の仕
組み自体、どんな人も簡単に参画できるような仕組みを作っていく必要があるという話
を聞きました。三宅委員がおっしゃっていたように、日本における危機感の欠如という
のは本当にあるなと思っていますが、私は小学生から大学生まで子供や若者と交流する
機会が非常に多いのですけれども、そういう場に行って話をするたびに、数名の生徒や
学生から、こんな地球にしたのは大人が原因だ、と怒られます。そして自分たちの未来
について不確定であり、不安であると私に伝えてきます。危機感を持つ子どもや若者は
実際にはいるのです。さきほど、三宅委員が時間の感覚の認識の違いということをおっ
しゃっていましたけれども、私が子どもや若者にむけた教育がすごく大事だなと思って
いるのは、実は遠回りかな、時間かかるなと思ってきたものの、もしかしたら一番近道
かもしれないと思うようになってきたからです。というのも、今、8 歳の子が小学校で
いろいろと学んでいて親よりも知っているというような状況です。10年はあっという
間で、10 年たったら成人になる。だからこそ、学校の教育の中でこういったことをも
っともっと伝えていくことが大事だと考えます。ただ、教員の方々は本当に時間がな
く、専門知識を得ることが難しいという状況があるので、地域社会全体で担っていく必
要があると考えます。 
ちょっと一旦またここで切ります。 
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〇大藪座長 ありがとうございます。それはすごく重要です。子供たちに教えると子供
たちが家に帰って話をしてその親とかおじいさんおばあさんとかに教えてくれるので、
一番新しいところが伝わっていくということが結構あるのですが、先ほどおっしゃった
ように私も教育学部にいるので分かるのですれけども、先生方の新しい情報のアップデ
ートがついていってないという感じです。時間がなくて教えるのでいっぱいいっぱいで
新しい環境教育のこととか金融のこととかを知っているかというと知らない。もう 30
年ほど前にフロンガスのことを言った生徒がいたのに先生が知らないからそれはスルー
してしまうというようなことがやっぱり起こってくるので、先生方に対しての教育や研
修とかも大事だし、例えば皆様方のような人に協力していただいて勉強するというのが
大事と思いました。情報の少なさということをおっしゃっていたので、やはり情報をい
かに出していくかということで、企業の方としては情報をかなり消費者に出しているつ
もりでしょうか。近藤委員いかがですか。 
〇近藤委員 ありがとうございます。まだまだ出せていないのが現状かなと思っていま
して、商品、サービスを通じて、環境によいことです、これが最終的には、地球環境に
良いことですよということをいかにポジティブに伝えていくかということを進めていま
す。例えば私達ペットボトルを多く使っていて、プラスチック問題や CO2の問題など
をいろいろ抱えていますけれども、実際に循環型社会をつくっていくことに取り組んで
います。新しい PETの素材ではなく、1 回使ったものをもう 1回使うというリサイク
ル PETというものを原料に使ってペットボトルを作っているのですけれど、リサイク
ル PET使っています、循環型社会っていいものなんですよ、と言うことを、発信はし
ているものの消費者に伝えきれていないこともあり、付加価値のあるものとして受け取
ってもらえないというのが現状で、まさしく私達も、コミュニケーションについて、つ
まりどう消費者に伝えていくのかというところには、四苦八苦しているというのが現状
かなというふうに思います。様々な環境に取り組んでいます、CO2削減に取り組んでい
ます、リサイクル PETを使って循環型社会を作っているんです、というコーポレート
としてはいろいろな発信はしていますけれども、一方でやはり商品を通じて、付加価値
という意味で、サステナブルであることの価値についてはは伝えきれていない、それを
どうしていくかというのはまだまだ課題かなというふうに思います。答えになっていな
いですけれども以上です。 
〇大藪座長 ありがとうございます。なかなか難しいと思います。消費者に何を伝えて
いくか、つまり、環境のこと、環境に優しいことを伝えたら、その商品自体のことは伝
えられなくなってしまう、という難しさもあるかと思います。ありがとうございまし
た。それでは、最後の説明を事務局からお願いします。ページで言うと御議論いただき
たいところの 26 ページになりますでしょうか。お願いします。 
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消費者の環境意識の現状に対する評価や消費者が行動変容に至るまでの課題、今まで
の話でもありましたけれども、課題を踏まえた今後の取組の方向性といったことでもう
既にお話も出てきてここのところにも特に関係してくるとは思いますけれども、これに
もしも関連するようなことや、先ほど他の委員の方々のお話の中ではこういうことはど
うかとか示唆を受けた中での御意見とかがあったら言っていただけたらなと思いますけ
どいかがでしょうか。奥山委員いかがでしょうか。 
〇奥山委員 ありがとうございます。この資料の 26 ページの記載の点では、先ほども
いろいろ各委員の方も触れられた、明確で正確かつ理解しやすい情報にアクセスできて
いるかという点もありますが、私としてはどちらかというと、そもそも消費者はアクセ
スしようとしているのかという点がまず不足しているのではないかと思いました。先ほ
ど私が自己紹介で伝えたグリーンライフポイント事業というのは、簡単に説明すると、
au PAY 決済の加盟店のそういった環境の取組みをしている企業の紹介をし、そこの加
盟店で au PAY を使って購入すると、グリーンライフポイントということで、Ponta ポ
イントを差し上げるという取組みをしています。そこで行動しているお客様に、なぜそ
の加盟店で購入されたのですか、とアンケートをとりますと、環境を意識してという人
ももちろんいるのですが、Ponta ポイントが貯まるからという声も多く、さらに、集約
しているページに記載のある各企業の環境の取組は見ていますか、と聞きますと、見て
いないという回答も少なくありません。お客様は自分の中で直接的に得する部分に関し
てはモチベーションが高いのですが、腹落ちして、ジブンゴト化までして、環境に関す
る情報にアクセスすることまでは、まだしようともしていないと感じていますので、そ
ういった取組みから必要ではないかと思いました。以上です。 
〇大藪座長 ありがとうございました。それが難しいところで、先ほど言っていた
Ponta ポイントをためたら自分が知らないうちに環境にすごくいいことをしていたとい
うふうなことがわかったら、こういうことでも自分は環境に優しいことができるんだと
いうようなもう 1 回戻りがあると少しは変化があるのかなという気もしました。 
〇奥山委員 おっしゃるとおりです。そのあたりは次回でもそういったお客さんがどの
ように変化したかといったところも事例としてお話させていただければと思います。 
〇大藪座長 ありがとうございます。他はいかがでしょうか。楯委員いかがですか。 
〇楯委員 ありがとうございます。この視点を拝見して、どれも企業側で言うと一企業
ではなかなかできないことだなと思います。企業ヒアリングにも書いてありましたが、
達成するためには、企業間もそうですし行政もそうですし、何か運動体にしていかない
となかなか達成できないのだろうなと、議論の際に考えられる視点というのを拝見して
いて思いました。企業側が消費者にいろいろな情報を伝えられるのかというところは、
近藤委員がおっしゃっていましたが、一企業で地球環境のことを十分に伝えることはな
かなかできません。特に小売流通などはお客様の買い物の場として一番のタッチポイン
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トにはなっていくわけですが、その現場で説明して、実際に消費行動を変えられるかと
いうと、なかなか課題もありまして、いかにその買い物に来る以前に情報を入れていく
かが重要かと思います。そのためには、本当に運動体を起こしていくしかないのだろう
なというのは感じているところです。 
〇大藪座長 ありがとうございます。アンケートとかにも一企業では難しいので連携し
て、ということがありましたけども、三宅委員も先ほど何かイオンの話もされていまし
たけど、その辺のところいかがでしょうか。 
〇三宅委員 ありがとうございます。今、運動体と言っていただいて確かにと私も思っ
ています。二つの視点がありまして、まず、おっしゃるとおり、情報発信を企業単位で
するとなると、二酸化炭素の排出量が、といった話を個別企業がするのはなかなか難し
かったり、気候変動そのものの仕組みの話とか基礎的なことを個別の企業がするには限
界があるので、みんなでまとまって同じメッセージを出していくというのは非常に必要
だなというのが一つ。それからもう一つ、運動体という意味では、先ほど来、座長か
ら、気が付かなくても、そう意識していなくても、環境志向の消費行動になっていって
いる、つまり、誘導されると言うと言葉が悪いのですけれども、社会全体がそういうふ
うになっていけば、別に個人個人が意識して努力して何か頑張ってやらなくても、全体
社会がそうなっていくだろうというお話がありますが、そういう社会が、最終的にはみ
んなで行き着かなければいけない世界だとは思います。そのためにも、運動体の感覚
は、業界だけではなくて、全体で、企業がみんなでその仕組みを作っていくことが必要
かと思います。それは業界と言ってしまうと、横のイメージで、小売業界だったら小売
業界みたいな捉え方もあるのですけれども、一方で、仕組みを変える、というときに
は、業界ではなくて縦のサプライチェーンという形での団体というかチームで仕組み全
体を変えていかないと結局そうならないということもたくさんあります。横か縦かは置
いておいて、いずれにしても、みんなでやるんだ、ということが重要と思います。た
だ、それは自然発生的にはなかなか難しいものなので、誰かが、号令ではないですけ
ど、きっかけや、何かトリガーとなって、全体の取組を促すことができたらいいのかな
とちょっと思って聞いていました。ありがとうございます。 
〇大藪座長 三宅委員どうもありがとうございます。SDGs はそうでした。ものすごい
勢いで浸透したのは、企業が運動体としてやっていたのかはよくわかりませんけれど
も、それぞれの企業が何か取り組み出したというのが一つと、それから行政とか学校教
育でもすごく浸透したというか、学習指導要領のとこに入れることによってそれが浸透
したというところですので、企業全体の運動体とそれからいわゆる行政の仕組み作りと
の両輪かと思います。これにプラスして、一番難しいのが消費者です。塊とならない部
分が、家計とか消費者というものにはあるので、そこのところにどうつながっていくか
ということですけれども、まずは行政とか企業などの運動体が全体としてやっていただ
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けると一番動きとしては社会を変えやすいのかなという気はしましたけども、末吉委員
いかがですか。 
〇末吉委員 まさに運動体としての連携は非常に重要であると考えます。そこにぜひと
も民間団体、今まで本当に力を尽くしてくださった消費者団体の方々もまた新しいフェ
ーズに入ると思いますので、そういった方々の力もお借りしながら進めていき、地域そ
れぞれに広がっていくといいのかなと。日本全体でというとすごく体が大きいので重い
ですけれども、地域の中で小さく輪を広げていくということも考えられるのではないか
なと思います。 
それからもう一点、情報のところで少しだけ申し上げたいのですけれども、エシカル

に関連する正しい情報がきちんと提供されていくということは、消費者のエンパワーと
エンカレッジに繋がるものだと考えています。イギリスのエシカルコンシューマーと言
いましてエシカル消費のいわゆる発祥のメディアがあるのですけれども、そこの創設者
のロブハリソンさんという方が、エシカル消費の目的は市場において消費者の圧力を通
じてグローバルなビジネスをより持続可能なものにすることであると明言なさっていま
す。エシカルコンシューマーは、第三者機関が格付けして企業や製品の採点をしてお
り、幅広くすごく厚みのある公正な情報を提供してくださっています。そういった正し
い情報が消費者に届けられるからこそ、消費者がエンパワーされ、エシカルな製品を選
択し、エシカルな製品を作る企業を応援し、消費者の力で社会をも変えていける、と思
うのではないかと。だからこそ正しい情報をもっと日本でも手にできるようすべきだと
思っています。アメリカでは ethical consumer better world shopper good guide、オース
トラリアでは Good on You といった情報提供をしてくれるメディアやプラットフォー
ムがありますので、参考にすべきだと思います。 
最後に、冒頭に私が申し上げたインセンティブについてですけれども、具体的に申し

上げますと、例えば社会的なインセンティブであれば、結果の見える化というところ
で、経験経済というのでしょうか、環境配慮している製品の購入によって、例えば森が
増えたり子供の生活が改善したりというような、ポジティブな影響のフィードバックと
いうものが分かるということが一つあるかなと思います。経済的インセンティブで言え
ば、奥山委員がおっしゃったようなエシカル消費によるポイント付与みたいなところも
あるのかなと。あと自治体による地域通貨の還元ですとかそういったことも入ってくる
かなと思います。心理的なインセンティブのところは、同様の問題意識を持つ仲間から
の SNS 等での共感とか、あるいは称賛です。奥山委員が先ほど海外の事例もというふ
うにおっしゃっていましたが、日本と同じく社会経済に余裕のない韓国の方が実はフェ
アトレードの市場とかも大きいです。この背景には何があるのかということなども含め
て情報があればすごくありがたいと思った次第です。以上です。ありがとうございま
す。 
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〇大藪座長 末吉委員ありがとうございます。非常にいい視点というか面白いなと思っ
たのが、まず一つは地域性というところで、大きくやると難しいのでやはり何でも小さ
いシステムの方が動きやすいということがあるので、最終的には町内会みたいな形のと
ころに戻っていくのかなという気もしますけれども、小さいシステムで民間団体を入れ
ながらというのはすごく面白いなと思いました。それからもう一つ消費者をエンパワー
するといった話のところで、若い人たちがスタートアップとかで企業をつくる新しいア
ントレプレナーシップ考え方が浸透してきていて、割と小さいシステムだから自由度が
高く、要するに環境にも優しいような商品を作り出しているというのがあるので、そう
いった影響力というのが若い人たちの中にもあるのかなと思い、それは企業さんにとっ
ても非常に大きなことかなと思っていました。それから最後の結果の見える化は面白い
と思っていて、前もちらっと言っていましたが、例えばその先ほど KDDI 奥山委員がお
っしゃったように何かやったらポイントがつくというのをゲームのような感覚でやって
いくと、自分にとってプラスになることに加えて、それが実は環境に良いものになって
いく。心理的なところでいうと、例えばインフルエンサーみたいな人も含めてですけれ
ども、周りがすごいねとか言ってくれることで自分がまた違う新たな行動を起こす、と
か、いろいろな視点からできるだろうなというのは末吉委員の話を聞いてて思いまし
た。近藤委員いかがでしょうか。 
〇近藤委員 ちょっと違う視点からちょっとお話させていただきます。我々のグループ
にオーストラリアで飲料事業やっている会社がございまして、そこで水のクールリッジ
という、水のペットボトルですけれども、それを早々と 100％リサイクル PET にし
て、その後カーボンフットプリントを算定して、全てカーボンニュートラルの商品にし
て、オーストラリアから認証を得て、それを市場で売っています。実際のところ、我々
としても、単なるリサイクル PET を使うだとか、カーボンニュートラルに取り組むと
いうだけではなく、やはりこれは事業成長と合わせてやっていかないといけません。事
業が持続的でないと、こういう社会の持続可能性にも取り組めない、という考え方で、
サステナビリティに取り組んでいます。さきほどのデータと一緒ですけれども、消費者
としては、エシカル消費に興味がありますと言いますが、一方、購入意向はまだまだで
す。クールリッジは、オーストラリア政府からお金を払って認証を取得して、単価を上
げて売っていて、高価格帯になっています。サステナブルな消費商品であることという
のは、消費者の購買選択肢の判断基準の中で、２番目であるというデータがあるようで
す。 
一方でまだまだそれが手に取られてない状況ではありまして、何が言いたいかという

と、我々企業としても、将来に向けた投資というふうに考えていますけれども、瞬間的
にも短期的にもコストがかかってくる話にはなってきます。この取組においては、エシ
カル消費を提供していく意味では、プラスアルファのコストをオンにして販売するか、
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それかコストを吸収しながら将来的な投資として、研究開発費と一緒だと思うのですけ
ども、それをいつ回収するのかというリターンを見越しながらいろいろなコストバラン
スとして資金配分していくか、など考え方はいろいろあると思うのですけれども、それ
をそういうふうにしているとなかなか一歩踏み出せないこともあるかと思います。何が
言いたいかというと、楯さんおっしゃられたとおり、また、三宅さんも何度も何度も運
動体と言っていましたけれども、社会全体でいろいろなところでやはり連携し、社会全
体で協業していきながら進めていくことが、一番スケールも大きく社会課題の解決とい
う意味でも環境課題解決という意味でもスケールアップできますし、コストという意味
ではミニマムに行く方向に行けるのではないかなと思います。このように考えると、運
動体というのは本当に大事なメッセージかなというふうに思いました。以上です。 
〇大藪座長 ありがとうございました。企業とかが団体を作ってというのが非常にお金
的にも経済的にも動きやすいのかなという感じがしました。ありがとうございます。他
にいかがですか。奥山委員どうぞ。 
〇奥山委員 ありがとうございます。今、近藤委員が、結果として単価を上げざるを得
ないという点は、まさしくそのとおりと思いながら聞いておりました。我々のグリーン
ライフポイント事業に関しても、先ほどのポイントの付与コストは加盟店さんの負担を
お願いしています。そうしますと、取組みをしていく中で、取組自体は賛同するけれど
も、コストがかかるので継続は難しいという理由で、撤退される企業さんもいらっしゃ
います。そこのコストの部分も意識しながら、先ほどのインセンティブをどのようにつ
けていくかこれについて皆さんおっしゃっている仕組化が本当に重要であると思ってい
ます。私の個人的な意見になるのですけれども、例えばふるさと納税については、いろ
いろと賛否があるのかもしれないのですが、消費者を動かしてうまくその税金をアロケ
ーションしているような取組で地方の活性化をしていると理解しています。取組みは、
かかっているコストをそれほど変えていないのですが、お金を移動させて地方を活性化
し、さらに消費者も動かして地方の特産物も活性化する仕組みにしています。もちろん
その取組みにより税金が少なくなっている自治体は困っているでしょうけれども、何か
うまくそういった仕組み化ができるといいのかなと思いながら今日参加させていただい
ておりました。 
〇大藪座長 奥山委員ありがとうございました。環境という観点から、ふるさと納税の
ような感じでみんなが上手いこと乗っていけるような全体的な仕組み作りが必要だと思
います。先ほどから話が出ていた、全体が動いていかないといけないというところがあ
るのですけれども、今の話で、企業が全体として動いていって消費者にアプローチする
という話でしたが、それで消費者が動くか、あるいは消費者サイドからするともう一つ
何かがないといけないのかとかそのあたりは多分末吉委員が強いところかなと思うので
すけ 
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どいかがですか。消費者を動かす要因、外部なのか内部からなのかというところに関
しては、教育という話が先ほどありましたけれども。 
〇末吉委員 ありがとうございます。先ほど申し上げましたけれども、これはもしかし
たら若い消費者のみに向けた話かもしれないなと思いますが、ただ先ほどお示しいただ
いた資料の中のグラフのデータ結果にもあったように、取組の割合としては 3R の取り
組みがすごく高いです。私は何かここが一つの鍵ではないかなと思っていて、というの
はサブスクリプションとかレンタルとかいわゆる自分が物を所有しないでぐるぐる回し
てくような、企業にとってみれば as a Service の部分、その部分がこれからエシカル消
費の拡大においても注目すべきところかなと思っています。その分野は結果的に消費者
にとっても節約につながるし、良いものが安く手に入ったのであればそれを長く大切に
使い続けようと思ったり、あるいは最終的に自分が誰かに譲ったり売ることができるの
であればと考えると、物を大切に使うみたいなところにもつながっていたりすると思い
ます。消費財はなかなか難しいかもしれないのですけれども。いわゆる CE コマースと
言われるような領域になりますけれども、消費者が CE コマースを利用するときに、製
品の過去と現在と未来が分かるような情報を手にすることができる仕組みなども作りな
がら、消費者にとっての良さを訴求をしていけば、若い人たちだけではなく他の年代の
方々にも届けることができるのではないかと思っています。あとは先ほど近藤委員や奥
山委員からも企業はコストがアップするから取り組みがなかなか難しいというお話があ
ったと思います。先をゆく企業、頑張っている企業の心が折れないようにしていく後押
しは当面の間は必要だと感じていて、もしかしたら税制優遇ですとか補助金とかプロモ
ーション支援とかそういったことかもしれません。活動を長年やってきていますが、い
まだに消費者の心を動かすというのは一筋縄ではなく本当に難しいところだなとは思っ
ているところではあります。 
〇大藪座長 ありがとうございます。例えば先ほど言ってくださった 17ページのエシ
カル消費につながる 3Rとかマイバッグ、マイ箸、マイカップとかはコンビニ業界とか
も含めてですけれども、マイバッグを持っていかないとお金がかかるだとかそういった
ことが結構インセンティブにもなったのかも知れないけれども、何かお金がかからない
ことをみんなやっています、節水とか食品ロスとか本当に今でお金がかからないことな
のにそれは結構やっている。実際お金がかかるときの方が本当に消費者は何か気にして
消費をするはずだけどもお金がかからないところでこれだけ行動ができているというこ
とは、反対に言えばこれからまだ伸びしろとしてあるのかなという気はちょっとしまし
たがその辺いかがですか。 
〇末吉委員 ありがとうございます。先日、東京都が取った統計で、エシカル消費を認
知している人たちが全体の半分ぐらいいたのですけれども、その中で言葉だけ知ってい
るというのと中身を知っているという人たちで取る行動が違いました。中身を知ってい
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る人たちは実際にお金を使ってそういった製品を購入し、言葉だけ知っているという方
たちは取っている行動が 3R のお金を使わないでもできるような行動が多かったです。
大藪座長がおっしゃったように、エシカル消費を認知している言葉だけ知っているって
いう人たちの伸びしろというのはだいぶあるのではないかなと。そこにどういうふうに
働き掛けをしていくのかというのは大いに議論の余地があるのではないかなと思ってい
ます。 
〇大藪座長 そうですね。近藤委員。 
〇近藤委員 先程のコストがかかるという話で、決してコストがかかるからやらないと
いうことではなく投資として取り組むべき課題だと思っていますし、ひいては本当にこ
ういう環境やエシカル消費について取り組むことで、我々の事業の成長にもきちんと寄
与するようなことを企業としても取り組むべきだと思っています。その考えのもと、１
つ、当社が数年前に発売したラベルレス商品がそれにあたると思っています。ラベルは
我々にとってみると、緑茶だとかいろんなうまみ、まろやか、といった商品の特徴など
をアピールできる場所、物ですが、それを取り払って、しかもそれは単にプラスチック
を使わないというだけではなく、手間を減らすという点で消費者にとっての利便性があ
るっていう、そういう取組を我々企業としても本当に取り組まなきゃいけないというこ
とは強く認識しています。その一方で、投資として短期的にはコストがオンになってき
て、投資としていつリターンが返ってくるかというと、単純にすぐではないので、そう
いうところについての資源配分ということも含めて今後やっていかなければならないか
なという意味で補足です。 
〇大藪座長 ありがとうございます。三宅委員。 
〇三宅委員 ありがとうございます。今、近藤さんがおっしゃっていただいたような企
業努力の部分は本当に日本企業の皆さんやっていただいていますし、それは今後もおそ
らく継続されると思っていて、そのことによるベネフィットはすごく大きいと思ってい
ます。 
一方で、先ほどからのコストの話についてですが、実は私は環境・気候変動の世界の

活動にどっぷり入っていて、この世界でどういうふうな見方をしているかというと、個
社の企業努力の範囲で、先進的にやろうとしている人が罰せられている状態と見ていま
す。罰せられる、というと言い過ぎですが、投資、と非常に丁寧に言っていただいてま
すが、とはいえコストを余分に払って良いことをしているが報われない、報われるのは
何年後かという状態で、本当にこれがフェアな競争環境なのかと言ったら、それは多分
違う。このワーキングチームにはあまり関係ないので言おうか言うまいか悩んではいた
のですけれども、実際の世界はやはり公害対策と一緒で、公害を出している人が、それ
に価格が付けられて徴収されるべきで、それを原資に再配分されるべきだと。先ほどふ
るさと納税のお話をされて、再配分、おっしゃる通りだと思います。資源の再配分がう
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まく良い仕組みでされたということは私も同感です。気候変動の問題では、こうなって
しまっている原因を排出しているところから、それをしないような世界に再配分をされ
るべきだというのが炭素税の考え方ですけれども、そういった話が、グローバルの環境
の世界ではされています。ただ、それを直接お客様や消費者にどうこうというのとはち
ょっと話が違うと思っているので、今回のワーキングの話に入れるべきではないと私は
思っていますが、共通する大前提の話として、あまり過度に企業努力、先進的に取り組
まれている企業に依存して、そういう人たちのやる気を勝手にみんなで便乗しちゃって
るような仕組みにはしない方がいいのではないかということが、今言いたかったことで
す。そこに行き着くのは、みんなやりたいブランディングとかいろんな言い方はされま
すが、ちょっと不公平ではないかなと少し思っています。 
〇大藪座長 ありがとうございました。いろいろ皆さんにご意見いただいて最後に時間
がきてしまいましたので楯委員もしも何かあればよろしくお願いいたします。 
〇楯委員 ありがとうございます。今三宅委員がおっしゃったことに関してはまだ理解
が足りていないところがあるかなと思いますので質問コメントさせていただきますが、
それぞれの先進的な企業がやっていることをまとめてあまりつぶさない方がいいという
意図の御意見という受けとめでよろしいですか。 
〇三宅委員 ちょっと言い方が悪かったです。先進的な取組に依存し過ぎること、つま
りやる気搾取はしないほうがいいという意見です。良いことをやろうとしている方々が
コストをかけて自分の身を削って一生懸命いいことをしていただいてるのに、それに依
存して、「よかったね」と言って、「もっともっとやってくれ」と、「もっと企業は努
力すべきだ」みたいな議論もいっぱいあると思うのですが、そうではなくて、そもそも
この原因となった、例えば公害問題で公害の原因を出している原因って何でしたっけ、
それは誰が出してるのでしたっけ、ということを考えて、本当であればそこに課税をし
て、そのお金を良いことをしている人たちに再分配をして取組を進めていただくとい
う、それが今のグローバルにおける気候変動問題の解決方法の一つである炭素税、とい
うことになるのですが、それが本当は正しいやり方ではないですか、という意味です。
運動体という議論にはもちろん私も大賛成ですが、運動体、といったときに、それに賛
同して身銭を切る覚悟を持ってくださっている企業さんたちにおんぶにだっこみたい
な、個々の企業の努力に過度に依存するようなものであったら、それはちょっと持続的
ではないな、という意見でした。 
〇楯委員 分かりました。ありがとうございます。理解ができました。それを踏まえ
て、私が運動体という言葉を出さしていただいた背景ですが、個々の企業もそれぞれい
ろいろなことをやっているのですが、例えば CO2削減を Aという企業も B という企業
もやっているという場合に、消費者には伝わりきれず、各社の影響範囲が広げられず少
しもったいないみたいなことが多々あるのではないかなと感じています。これは企業だ
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けではなく、9ページに各省が取り組まれている事例などもいろいろ挙げられていて、
先日の消費者教育推進会議でも申し上げさせていただいたのですが、せっかく各所がい
ろいろと取組をされているので、例えば名称でも合言葉でも何か統一のメッセージで消
費者に伝えることができればもっともっと訴求力も大きくなり、伝える力というのがパ
ワーアップするのではないかなと思いました。そのように個々の取組の力を集結するよ
うなことができれば、消費者に伝わるメッセージを大きくできるのではないかというと
ころに基づいておりました。以上です。 
〇大藪座長 楯委員どうもありがとうございました。三宅委員もありがとうございまし
た。非常に多くの御意見いただけたと思います。 
今日、キーワードとしては自分事化というところから始まりまして、全体的な運動体

という話もありました。そのためにはなぜそれをやるのかということとそれを意識する
のと意識しないのということもありましたけども、そういったときにインセンティブを
つける必要があるのではないか。ただ、その危機感というようなインセンティブもやっ
ぱり必要ではないかというご意見もありましたし、そういったときにどういうふうにす
ればいいか、情報の提供の仕方ということが非常に重要だということが皆さんの御意見
の中から出てきたと思います。その情報を私たち消費者も企業側からの情報をどのよう
に取り入れていくかということが非常に重要になってくるというようなご意見も最後の
方には出てきたと思います。インセンティブの持ち方も、末吉委員が言ってらっしゃっ
たように社会だとか経済とか心理的なとかいろいろ階層があるということもあったの
で、そういったところも含めながら仕組み作りを全体として変えていけるのか。様々な
集合体が重なり合いながら変えていくような仕組み作りが今度大きな局面としては必要
になってくるというようなご意見を結果として聞かせていただけたところかなと思いま
す。皆さん本当に活発に御意見いただきまして本当にありがとうございます。 
本日は意見をまとめるというよりは、ご意見を出していただいて次回いろんなところ

からお話を聞いて最終的にどういったことが消費者を動かすことができるのか、グリー
ンな消費に向かうにはどうしたらいいかということも何か示唆を皆さんからいただけれ
ばというイメージです。今日は御意見いただきまして本当にありがとうございました。
司会は一応これで終了ということで事務局の黒田さんお返ししたいと思います。よろし
くお願いします。 
〇黒田課長 本日は委員の皆様方本当に様々な御意見、御議論いただきまして誠にあり
がとうございました。会議最後になりましたが、ここで長官の新井から御挨拶をさせて
いただきます。 
〇新井長官 大藪座長それから委員の皆様、今回、初回の会合において非常に貴重な意
見をいただきありがとうございました。事務局からも資料を説明しましたが、私達の思
いはこの 25 ページに集約されています。各委員もおっしゃられたとおり、企業の方の
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努力は、まさに投資家からの目線もありつつ積み重ねてこられていますが、消費者を含
めた循環は全く回っていないと。それから OECD の閣僚会議が出ましたが、日本の消
費者は 2周半ぐらい遅れているとの指摘があります。向こうはもう環境志向での選択を
するというのが当然で、そこに誤った情報があるのを排除しよう、グリーンウォッシュ
を排除しようという段階まで来ているのに、日本の消費者はそもそもインセンティブ自
体がなかなか働いていない。この問題はこのままではいけないと思っておりまして、地
球環境や世界から見て、この循環をどうにか回すエンジンがどこにあるのかということ
を少し突き詰めて、具体論も含めて議論していただこうというのがこのワーキングチー
ムの場でございます。 
本日の御議論の中で、いくつか運動論という御意見があったことに関連して申し上げ

ますと、お配りした別紙 1 にもございますように、脱炭素のための国民各層の取組を総
合して、環境省がデコ活と称し、国民運動として推進しています。これ自体どこまで周
知が進んでいるのか、ということはありますが、オーバーオールな官民運動として進め
られているものでありまして、その中には、消費者による商品・サービスの選択に関す
るエシカル消費の取組も紐付けられているという体系が、国全体としては存在している
と。その中で特に、消費者に近い商品やサービスに関する取組をどうやって活性化して
いくかということが課題であります。環境問題全体との関係では、脱炭素という課題は
ミクロの問題ではありますが、やはりここが中心になるべきだというようにも思いま
す。そのようなことも踏まえつつ、消費者の行動・活動等を変えていくことによって社
会全体に良い影響を及ぼすことができるだろうかということについて議論を始めたいと
思っている次第です。事務局の分析について御示唆をいただいた点については、次回に
向けて準備をさせていただきます。その上で、今日いただいた論点について、場合によ
ってはさらに視野を広げつつ、次回以降も御議論いただき、その御議論を踏まえて委員
の皆様に取りまとめていただく、日本の現状とそれから世界の現状、環境に配慮した消
費をどのように促していくべきかという考えについて、来年の春に閣議決定する消費者
白書において、広く読んでいただけるような形でまとめたいと思っています。これを出
発点に、さらにどのような形で具体的に行動変容を促していくかという次のステージを
目指していく内容としたいと思っています。まず国内外の現状を皆さん知っていただく
ということが重要と考えており、その観点でこのワーキングチームにおける議論を最初
の出発点にしたいと思っています。したがって、ワーキングチームの中でできるだけ多
くの視点を頂戴できるようにしたいと思っております。次回以降も活発な御意見を賜れ
ますと幸いです。本日は誠にありがとうございました。 
〇黒田課長 ありがとうございました。次回のグリーン志向の消費行動に関するワーキ
ングチームの開催につきましては 12月 17日火曜日の 16 時から 18 時を予定してござ
います。議題につきましては企業からのヒアリングを予定してございますが、具体的な
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内容につきましては本日のご議論を踏まえ、また座長とも御相談のうえ後日事務局から
御連絡させていただきたいと思います。 
 
以上をもちまして第 1回グリーン思考の消費行動に関するワーキングチームを終了さ

せていただきます。本日は誠にありがとうございました。 
 
 
 
 
 
 


